
［Ｂ部会 発表要旨］ 

一人一台端末教員研修事業について 

岐阜県総合教育センター 

課長補佐 蒔田  穣・河合 繁樹 

Ⅰ はじめに 

今年度、「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向けて、岐阜県内の各市町村が整備した環境を

本格的に活用した学習活動等が展開される。県教育委員会として、教員の情報活用能力を育

成することが必要と考え、各市町村のＩＣＴ環境の実態や新型コロナウイルス感染状況によ

る様々な影響を踏まえて研修環境を整え、教員研修を計画、実施している。本発表では、そ

の実践について報告する。 

 

Ⅱ 取組概要 

１ 県内市町村におけるＩＣＴ環境の実態を踏まえた研修環境整備 

県内市町村が整備した児童生徒が使用するＩＣＴ端末は、各市町村によりＯＳが異なっ

ていたため、それぞれのＯＳに対応した研修ができるよう既存の Windows 端末に加え、

iPad22 台、Chromebook11 台を新たに購入した。また、市町村が採用している学習支援ソフ

トの研修が実施できるよう環境を整えた。 

 ２ 全てのＯＳ、全ての学校に対応できる研修計画 

県内全学校（小学校・中学校・義務教育学校）から１人ずつ参加することが可能な研修

を、市町村が採用したＯＳの比率に合わせて設定した。具体的には、Windows 端末用研修

を８回、Google Chrome 端末用研修を６回、iPadOS 端末用研修を 18 回、合計 32 回設定し

た。また、高等学校の教員を対象に Office 365 や学習支援ツールの研修を３回、特別支援

学校の教員を対象に iPad のアプリや管理の研修を３回設定した。 

 ３ 教員の情報活用指導力の向上を目指した研修講座の開設 

教員が、児童生徒一人一台ＩＣＴ端末が整備されることにより、授業がどのように変化

するのか、児童生徒が活用するというのはどういうものなのかなど、具体的なイメージを

もつことができるよう、校種ごとの講義動画を視聴する研修や、名古屋大学や岐阜大学の

教授等が講師を務めるオンライン研修を開設している。この他に「個別最適な学び」や「プ

ログラミングによる課題解決」などの新たな学びを踏まえた各種講座を開設し、教員の様々

な実態に応じ、情報活用指導力の向上が図れる研修講座を開設している。 

 

Ⅲ 成果・課題と今後の方向 

まん延防止等重点措置を受け、５～６月の研修を集合型研修からオンライン研修に切り替

えたが、整備した機器を活用して、研修を進めることができた。一方で、オンライン研修で

は受講者の確実な見届けが難しかったり、受講者同士の学び合いが十分に行われなかったり

といった課題もある。今後は、学校や教員の実態やニーズを把握し、それらに応じた質の高

い研修になるように努めていきたい。 


